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1. ⼀般社団法⼈ 全国⾃治体ライドシェア連絡協議会（略称「全⾃連」） 令和6年12⽉1⽇

❶住所：東京都千代⽥区霞ヶ関3丁⽬6番14号三久ビル504

❷役員等：
・共同代表（理事⻑） 樋渡啓祐（元武雄市⻑）,浅⾒泰司（東京⼤学教授）
・理事 ⻤橋正敏（みどり法律事務所）,本丸達也（リベラ株式会社）

髙桒圭⼀（元国⼟交通省運輸安全委員会事務局⻑）
・顧問弁護⼠ ⼭⽥卓（三番町法律事務所）
・顧問 鈴⽊英敬（衆議院議員）,鈴⽊康友（静岡県知事）,

藤井直樹（元国⼟交通事務次官）

❸事務局：
・事務局⻑ 池上明⼦（元デジタル庁参事官補佐）
・参与 真下敬太（法律事務所ZeLo・外国法共同事業弁護⼠）

❹⽬的：
公⺠連携及び⾃治体間連携等による地域公共交通の利便性向上及び持続可
能性の確保を図り,もって公共の福祉の増進に寄与することを⽬的とする。

❺業務内容：
・地域公共交通の活性化に関する⾃治体及び交通事業者に対する助⾔⽀援
・所管官庁及び⾃治体,関係機関との総合調整
・地域公共交通に関する調査研究
・地域公共交通の担い⼿の育成
・地域公共交通受託事業者に対する技術的⽀援及び情報共有
・地域公共交通に関する刊⾏物の出版
・地域公共交通に関する講習会,交流会等の実施
・公共ライドシェアの普及啓発及び利⽤促進
・本会の⽬的に適合する学会・団体等への参加協⼒
・その他当法⼈の⽬的を達成するために必要な事業

❻設⽴⽇（法⼈登記）：令和6年4⽉1⽇

議員
会館

官邸

全⾃連

国交省

徒歩9分

徒歩5分

徒歩8分

1分

デジ⽥事務局
・規制室

1（参考）「全⾃連」事務所が⼊居するビル・所在地



2. ⼀般社団法⼈全国⾃治体ライドシェア連絡協議会加盟⾃治体 令和6年12⽉1⽇
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北海道中頓別町
北海道当⿇町

北海道ニセコ町
新潟県⾒附市

群⾺県富岡市

⻑野県⼩諸市
⻑野県諏訪市
⻑野県駒ケ根市

富⼭県射⽔市
富⼭県南砺市

⽯川県⼩松市

京都府舞鶴市
京都府京丹後市

⼤阪府池⽥市

⼤阪府守⼝市 宮城県多賀城市

福島県磐梯町

茨城県つくば市
茨城県東海村
茨城県⽔⼾市
茨城県⾏⽅市

奈良県吉野町

兵庫県南あわじ市

⾹川県⼩⾖島町

広島県安芸⾼⽥市

岡⼭県備前市
岡⼭県⾚磐市

⾼知県室⼾市

福岡県古賀市
福岡県⽥川市

福岡県⼤⼑洗町
福岡県⼩郡市

熊本県⾼森町

福岡県築上町

⼤分県別府市

宮崎県延岡市

⻑崎県島原市

⼤阪府泉佐野市
岡⼭県総社市

⼤阪府和泉市

l 勉強会・共同研修等を通じた⾃治体間連携・
エリア展開の検討も開始
（⾚⾊部分）

l 地域公共交通の活性化等を⽬指す「⼀般社団法⼈
全国⾃治体ライドシェア連絡協議会」加盟⾃治体数
：150⾃治体（その内、公表可能88⾃治体は地図記載のとおり）

⼤阪府東⼤阪市

佐賀県唐津市

奈良県奈良市

⾼知県宿⽑市

神奈川県鎌倉市

新潟県加茂市
北海道東川町

岐⾩県⾶騨市

⼤阪府枚⽅市
⼤阪府⾨真市

岡⼭県美咲町

北海道函館市

⼤阪府⽻曳野市
⼤阪府⼤阪狭⼭市

佐賀県佐賀市

福岡県久⼭町

⾹川県東かがわ市

⼤阪府柏原市

福岡県広川町

富⼭県⾈橋村

※⾃治体ライドシェア：道路運送法第78条第2号⾃家⽤有償旅客運送制度の愛称
2沖縄県⽯垣市

沖縄県南城市

千葉県鋸南町

宮崎県⽇向市

愛知県⽝⼭市
愛知県東浦町

三重県伊勢市
滋賀県⽇野町

静岡県・浜松市・沼津市・磐⽥市・
掛川市・藤枝市・御殿場市・裾野市
湖⻄市・御前崎市・菊川市・牧之原市
東伊⾖町・⻄伊⾖町・⼩⼭町・川根本町

岡⼭県⾼梁市

※加盟⾃治体数の推移：
119⾃治体（5/21時点）
→150⾃治体（12/1時点）

佐賀県武雄市

茨城県常総市

秋⽥県⼤館市
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3.「全⾃連」会員構成 令和6年7⽉1⽇開始

事業者等向けサービス内容

事業者等会員

⾃治体等向けサービス内容区分

ゴールド

シルバー

• ⼊会費・年会費：無料
• ⽉1回以上開催予定のオンライン勉強会・
対⾯による特別講演等で最新情勢及び国
の動向等の理解促進

• ⾃治体等から提供されるデータに基づく
政策⽴案サポート

• 年会費：100万円/年
• 全⾃連が主催する国の政策動向に係る勉
強会（解説会）等への参加

• 全⾃連サイトを通じた広報等

•該当なし⾃治体等会員

• 年会費：300万円/年
• ⾃治体会員等との個別意⾒交換
• 全⾃連が主催する国の政策動向に係る勉
強会（解説会）への参加

• 全⾃連サイトを通じた広報等

⼀般社団法⼈全国⾃治体ライドシェア連絡協議会の会員は、⾃治体等会員及び事業者等会員で構成されています。

※全⾃連運営の柔軟性及び機動性確保に鑑み、当分の間、会員の皆様の全⾃連社員及び理事等への就任は⾏いません。
※⾃治体等会員との個別提案に関する相談業務等及び成約後の事業推進に関する相談業務等については、別途委託料・コンサルティング料等の費⽤を必要といたします。
別途費⽤が必要な相談業務等とは、当該事業者等会員の個別の事情や特有案件への対応が必要な事案で、かつこれに要する時間、労⼒、提供するノウハウの性質、得ら
れる成果等から総合的に判断して、⼀般的な相談業務の範囲を超えると本法⼈が判断するものとします。

プラチナ

• 年会費：応相談
• ⾃治体会員等との個別意⾒交換
•  1on1サポート等個別サービスご提案
• 全⾃連が主催する国の政策動向に係る勉
強会（解説会）への参加

• 全⾃連サイトを通じた広報等

•該当なし

募集中



公共ライドシェア・共助版ライドシェア「i-Chan」（読み⽅：あいちゃん）

「i-Chan」先⾏⾃治体記者発表の様⼦（令和6年2⽉22⽇）
左から:⼤分県別府市（6⽉）富⼭県南砺市（4⽉）,右:⽯川県⼩松市（2⽉）

※（ ）内は開始⽉。いずれも令和6年

• 優しく親しみやすい⾞のシルエットと特徴的
な笑顔の⼝元。

• ⼝元の2つの⽮印の先には、乗客と運転⼿が居
る。

• 「公共ライドシェア」が、乗客と運転⼿を繋
ぐという意味を含んでいる。

「i-Chan」ロゴマーク（認証マーク）

株式会社ビームスに依頼し、
i-Chanグッズを制作。
ドライバーのユニフォーム活⽤、
利⽤者の共通アイテムは制作予定。

「i-Chan」グッズ

今後、てぬぐい以外も展開予定ユニフォーム：てぬぐい

• 読み⽅：あいちゃん
• i には、応募作品にも沢⼭使われていた「愛」、そして「私」という意味を込める。
• Chan（ちゃん）は、Chance（チャンス）、Challenge（チャレンジ）を想起する意味を込めると

同時に、⾼齢者や⼦どもたちが呼びやすく、⽇本⼈の⽂化「ちゃん、さん」が持つ親しみやす
さを外国⼈観光客にも感じてもらう効果をもつ。

公共ライドシェア・共助版ライドシェアの愛称（認証基準あり）

4出典：国⼟交通省「交通空⽩」解消・官⺠連携プラットフォーム第1回会合 参考資料2 https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/transport/content/001844200.pdf



【参考】活⼒ある地⽅を創る⾸⻑の会 令和6年12⽉1⽇

❶⽬的 「⾃助・共助・公助」の精神のもと、地⽅を⼤切にし、活⼒ある地⽅を創ること
❷組織 本会の⽬的に賛同して⼊会した地⽅公共団体の⻑を構成員とし、令和2年10⽉22⽇に発⾜
❸会員 344⼈（内訳：知事12⼈・市区町村⻑322⼈・元職10⼈）

             ※関連団体：職員の会：522⼈、地⽅議員の会：290⼈（⾸⻑の会を含む3団体会員合計数：1,156⼈）
❹役員 最⾼顧問：鈴⽊英敬（衆議院議員）、鈴⽊康友（静岡県知事）

会⻑：⽥中幹夫（富⼭県南砺市⻑）
事務総⻑：樋渡啓祐（元佐賀県武雄市⻑）
事務総⻑代理：池上明⼦（元デジタル庁参事官補佐）
事務局⻑：⽥辺⼀城（福岡県古賀市）

❺事業 本会の⽬的を達成するため次の事業を⾏う。
(1)活⼒ある地⽅を創るための提⾔
(2)活⼒ある地⽅を創るための情報・資料の収集及び提供
(3)活⼒ある地⽅を創るための研修
(4)活⼒ある地⽅を創るための政府等との協⼒及び応援
(5)その他本会の⽬的を達成するために必要な事業

❻活動実績 総会（年1回・対⾯）、意⾒交換会（⽉1回以上・オンライン）
政策提⾔（適宜）、緊急⾸⻑アンケート（適宜）等

左,上：令和6年度総会の様⼦（参議院議員会館）

毎⽉様々なテーマの下で⾏う意⾒交換会の様⼦（Zoom）

地域住⺠・ステイクホルダーと共に⾏う特別講演の様⼦
（全国各地で対⾯開催）

5
問合せ先 localgov01@gmail.com（代表）
事務所 東京都千代⽥区霞ヶ関3丁⽬6番14号504



⼀般社団法⼈全国⾃治体
ライドシェア連絡協議会

（全⾃連）

【⾮営利】

国⼟交通省・運輸(⽀)局等

• 各⾃治体は、この「基本パッケージ」をカスタマイズ可能
• この「基本パッケージ」は２年間⼜は３年間（登録有効期間に合わせる）を有効期限とし適宜⾒直すものとする。※事業者協⼒型の場合は5年

業務
委託・
調査
協⼒等

• 政府等との総合調整
• ⾃治体等会員及び事

業者等会員への各種
⽀援

• 新規会員等への研修
• 対⾯による特別講演

等の開催
• 広報、広告⽀援 等

「担い⼿」創出の取組
• ⾃治体、交通事業
者及び住⺠等の連
携事例作り

• データ分析研修、
ケーススタディ

• ベストプラクティ
ス紹介、横展開・
⾃治体間連携⽀援

• コーディネーター
紹介

• 交流会企画
• 全国調査 等

※理事等役員無報酬、寄附・会費等で運営

制度に関する相談、登録等

会費

全⾃連からの各種⽀援

全⾃連から
の各種⽀援

連携
協⼒

各種
⽀援

⾼齢者等
乗⾞割引クーポン

全⾃連からの各種⽀援連携協⼒

全⾃連からの各種⽀援
会費※公共ライドシェア：道路運送法第78条第2号⾃家⽤有償旅客運送制度の愛称

【参考】「公共ライドシェア」基本パッケージ 令和6年7⽉1⽇

出典：⾃治体ライドシェア研究会最終答申（令和6年3⽉31⽇）_改 6

全⾃連は、⾃治体等会員から⼊会⾦・会費等は
集めず、事業者等会員の会費及び業務受託事業
で運営費をまかなうものとする。



⼀般社団法⼈全国⾃治体ライドシェア連絡協議会
代表アドレス：info@zenjiren.or.jp

⼊会のご相談、本法⼈の活動への質問等
お気軽にお問い合わせください。

【お問合せフォーム】


